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�愛媛県告示第９６７号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成２１年７月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

松山笠置記念心
臓血管病院 松山市末広町１８番地２ 笠 置 康

平成２４年
７月１４日
まで

�愛媛県告示第９６８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２１年７月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

伊予鉄ターミナルビル 松山市湊町５丁目１
番地１

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

株式会社伊予鉄�島
屋代表取締役社長大
石哲男外１者

株式会社伊予鉄�島
屋代表取締役社長松
原久男外１者

平成２１年
５月２５日

平成２１年
７月６日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

株式会社伊予鉄�島
屋代表取締役社長大
石哲男外２者

株式会社伊予鉄�島
屋代表取締役社長松
原久男外２者

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

� 目 次 �
告 示
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○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第５条による特定施設の設置の許可

申請の概要（２件）………………………………………………………６９１

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第８条による特定施設の構造等の変

更の許可申請の概要………………………………………………………７０１

○ 土地改良事業の計画の変更の認可………………………………………７０２

○ 道路の供用開始（一般国道３７９号）……………………………………７０２

○ 落札者等の告示……………………………………………………………７０３

監 査 公 表

○ 監査結果に基づく措置の公表（２件）…………………………………７０３

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

発 行 愛 媛 県

告 示

毎週（火・金）曜日発行 第２０８４号 平成２１年７月２１日

平成２１年７月２１日火曜日 第２０８４号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第９７０号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第２条第１項の規定によ

り、次のように埋立てを免許した。

平成２１年７月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 埋立ての免許を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

西予市

西予市宇和町卯之町三丁目４３４番地１

代表者 西予市長 三好幹二

西予市宇和町山田２０６１番地

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

西予市明浜町田之浜甲４５１番６から同甲４５１番３までの地

先公有水面及び同甲１１０８番２から同甲１１０８番３までの地先公

有水面

イ 区域

次の１点から７点までを順次直線で結んだ線、７点と１点

を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋２．２５メートル）

の陸と公有水面との接する線、８点から１５点までを順次直線

で結んだ線並びに１５点と８点を結ぶ春分及び秋分の満潮位

（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋２．２５メートル）の陸と公有水面との接する

線によりそれぞれ囲まれた区域

基点（西予市明浜町田之浜字ウツシリ甲１５４６の国土地理院

四等三角点「横碆」）は、北緯３３度１９分０４．４７８１秒、東経１

３２度２３分１９．２３７３秒の地点

１点は、基点から真北８８度００分４２秒６１８．９５メートルの地点

２点は、１点から真北３２８度０７分５６秒１１．８４メートルの地

点

３点は、２点から真北５８度０９分０９秒１．００メートルの地点

４点は、３点から真北３２８度０９分０９秒６．３０メートルの地点

５点は、４点から真北２３８度０９分０９秒１．００メートルの地点

６点は、５点から真北３２８度０９分０９秒３１．８５メートルの地

点

７点は、６点から真北２１度３０分２５秒１８．１９メートルの地点

８点は、基点から真北８１度５２分１１秒６００．６９メートルの地点

９点は、８点から真北２２５度１６分２５秒３４．７６メートルの地

点

１０点は、９点から真北３１０度１６分３２秒２１．８５メートルの地

点

１１点は、１０点から真北４０度１５分１１秒１．００メートルの地点

１２点は、１１点から真北３１０度１５分１１秒６．３０メートルの地点

１３点は、１２点から真北２２０度１５分１１秒１．００メートルの地点

１４点は、１３点から真北３１０度１５分１１秒２１．８５メートルの地

点

１５点は、１４点から真北１４度１６分３２秒３５．７１メートルの地点

ウ 面積

２，８１４．１５平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

西予市明浜町田之浜甲４５１番６から同甲１１０８番２までの地

先公有水面及び陸域

イ 区域

次のＡ点からＱ点までを順次直線で結んだ線及びＱ点とＡ

点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（西予市明浜町田之浜字ウツシリ甲１５４６の国土地理院

四等三角点「横碆」）は、北緯３３度１９分０４．４７８１秒、東経１

３２度２３分１９．２３７３秒の地点

Ａ点は、基点から真北９０度３２分４６秒６６６．２８メートルの地点

Ｂ点は、Ａ点から真北２５０度１９分２２秒９．０６メートルの地点

Ｃ点は、Ｂ点から真北２５３度２９分４９秒１１．９５メートルの地

点

Ｄ点は、Ｃ点から真北２５２度０６分０５秒５．４４メートルの地点

Ｅ点は、Ｄ点から真北３４２度００分１８秒４．４９メートルの地点

Ｆ点は、Ｅ点から真北３０５度２４分２８秒３．１３メートルの地点

Ｇ点は、Ｆ点から真北２５１度５６分１１秒６０．５９メートルの地

点

Ｈ点は、Ｇ点から真北２９７度２６分０６秒８８．３０メートルの地

点

Ｉ点は、Ｈ点から真北３１０度５４分５０秒５５．７９メートルの地

点

Ｊ点は、Ｉ点から真北１４度１６分３０秒１２１．３９メートルの地点

Ｋ点は、Ｊ点から真北１１５度１０分１６秒５１．０５メートルの地

点

Ｌ点は、Ｋ点から真北１２０度４３分５１秒４８．０３メートルの地

点

Ｍ点は、Ｌ点から真北１２７度０３分０１秒１２．３９メートルの地

点

Ｎ点は、Ｍ点から真北１３１度５９分５８秒２０．７８メートルの地

点

Ｏ点は、Ｎ点から真北１３９度５６分４９秒９．５２メートルの地点

Ｐ点は、Ｏ点から真北１４２度５１分１１秒９．２６メートルの地点

Ｑ点は、Ｐ点から真北１４７度４３分３０秒３０．８２メートルの地

点

ウ 面積

�愛媛県告示第９６９号
次のとおり落札者を決定した。

平成２１年７月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続き 入 札 広 告 日

パーソナルコンピュータ２２７台、ハ
ブ６９台及びルータ５台
（ソフトウェア一式、搬入、据付、
撤去、データ移行、調整を含む）

愛媛県土木部管理
局土木管理課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２１年６月２９日
四国通建株式会社
愛媛県今治市南大門町
一丁目１番地の１５

２６１，２４０円
（月額） 一般競争入札 平成２１年５月１９日

愛 媛 県 報平成２１年７月２１日 第２０８４号

６８９



２２，６０８．３６平方メートル

３ 埋立地の用途

漁港施設用地

４ 埋立免許年月日

平成２１年７月１０日
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�愛媛県告示第９７１号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第２条第１項の規定によ

り、次のように埋立てを免許した。

平成２１年７月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 埋立ての免許を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 愛媛県知事 加戸守行

松山市御宝町１１９番１

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

八幡浜市真網代乙７０番１１から同乙９５番５までの地先公有水

面及び同乙９７番２から同乙１１７番２までの地先公有水面

イ 区域

次の１点から１３点までを順次直線で結んだ線、１３点と１点

を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｔ．Ｐ．＋０．７０５メートル）

の陸と公有水面との接する線、１４点から２９点までを順次直線

で結んだ線並びに２９点と１４点を結ぶ春分及び秋分の満潮位

（Ｔ．Ｐ．＋０．７０５メートル）の陸と公有水面との接する線

によりそれぞれ囲まれた区域

基点（八幡浜市真網代乙７９番３地先の一般国道３７８号線に

設置された金属鋲）は、北緯３３度２５分０１秒、東経１３２度２３分

１４秒の地点

１点は、基点から真北１２３度０５分３４秒３０．９１メートルの地

点

２点は、１点から真北８６度１４分１６秒９．６５メートルの地点

３点は、２点から真北８７度１５分５８秒９．０６メートルの地点

４点は、３点から真北８９度４９分４１秒１３．００メートルの地点

５点は、４点から真北９４度２４分０４秒１１．３５メートルの地点

６点は、５点から真北９９度４１分３４秒７．３２メートルの地点

７点は、６点から真北１０６度０７分３８秒９．２１メートルの地点

８点は、７点から真北１１３度１６分４３秒９．２１メートルの地点

９点は、８点から真北１１８度３１分０１秒４．２５メートルの地点

１０点は、９点から真北１２３度２３分５９秒１４．５６メートルの地

点

１１点は、１０点から真北１２７度３７分２６秒９．７９メートルの地点

１２点は、１１点から真北１２９度１５分３４秒０．５４メートルの地点

１３点は、１２点から真北１３１度３２分３９秒５．４９メートルの地点

１４点は、基点から真北１０７度４２分４１秒１９８．４９メートルの地

点

１５点は、１４点から真北１７５度１２分０７秒０．６９メートルの地点

１６点は、１５点から真北６２度４５分１０秒２．６３メートルの地点

１７点は、１６点から真北８５度０３分３１秒２．８１メートルの地点

１８点は、１７点から真北１７５度１２分０８秒１．２６メートルの地点

１９点は、１８点から真北８４度４５分３８秒０．６９メートルの地点

２０点は、１９点から真北８５度１３分１３秒５．５８メートルの地点

２１点は、２０点から真北８５度０６分４６秒５．００メートルの地点

２２点は、２１点から真北８５度０７分２１秒１２．４９メートルの地点

２３点は、２２点から真北８７度１３分１３秒７．３６メートルの地点

２４点は、２３点から真北９４度０７分１７秒１６．５２メートルの地点

２５点は、２４点から真北１０１度４１分４１秒１．４６メートルの地点

２６点は、２５点から真北１０４度０５分１１秒１．９４メートルの地点

２７点は、２６点から真北１５度３６分２６秒１．２６メートルの地点

２８点は、２７点から真北１１０度０５分４６秒６．７５メートルの地点

２９点は、２８点から真北１１７度４５分４５秒２．７２メートルの地点

ウ 面積

１，７６４．８２平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

八幡浜市真網代乙７０番１１から同乙１１７番１までの地先公有

水面及び陸域

イ 区域

次のア点からレ点までを順次直線で結んだ線及びレ点とア

点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（八幡浜市真網代乙７９番３地先の一般国道３７８号線に

設置された金属鋲）は、北緯３３度２５分０１秒、東経１３２度２３分

１４秒の地点

ア点は、基点から真北１３５度３６分４０秒１９．３６メートルの地

点

イ点は、ア点から真北１４７度３５分５７秒２０．４５メートルの地

点

ウ点は、イ点から真北８１度１２分５２秒２０．７８メートルの地点

エ点は、ウ点から真北９５度０９分２５秒２２．３４メートルの地点

オ点は、エ点から真北１０５度５８分４６秒２４．６５メートルの地

点

カ点は、オ点から真北１２６度０３分５５秒１６．３２メートルの地

点

キ点は、カ点から真北１３３度０６分０３秒２４．７３メートルの地

点

ク点は、キ点から真北１２０度４０分５５秒１７．０９メートルの地

点

ケ点は、ク点から真北１０５度０２分５０秒３２．４８メートルの地

点

コ点は、ケ点から真北７５度４８分３９秒３０．９２メートルの地点

サ点は、コ点から真北８６度３５分５８秒４１．６６メートルの地点

シ点は、サ点から真北９０度４７分１２秒２０．６２メートルの地点

ス点は、シ点から真北３０度３１分２１秒１４．１４メートルの地点

セ点は、ス点から真北３０４度４７分５３秒８．０６メートルの地点

ソ点は、セ点から真北２９６度０１分４１秒８．０６メートルの地点

タ点は、ソ点から真北２８７度１４分０７秒８．０８メートルの地点

チ点は、タ点から真北２７７度３５分３９秒７．７７メートルの地点

ツ点は、チ点から真北２７０度０４分３０秒８．３９メートルの地点

テ点は、ツ点から真北２７９度４０分０５秒５．４０メートルの地点

ト点は、テ点から真北２７２度０４分１３秒７．３６メートルの地点

ナ点は、ト点から真北２６４度４８分５７秒１０．５０メートルの地

点
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ニ点は、ナ点から真北２５７度２８分０９秒３．２６メートルの地点

ヌ点は、ニ点から真北３３９度２０分１０秒１．２４メートルの地点

ネ点は、ヌ点から真北２４５度０１分５７秒８．６３メートルの地点

ノ点は、ネ点から真北２６５度１２分５６秒１２．３７メートルの地

点

ハ点は、ノ点から真北２６８度０６分５７秒１２．９３メートルの地

点

ヒ点は、ハ点から真北２７３度３０分００秒８．３９メートルの地点

フ点は、ヒ点から真北２８１度０９分２４秒９．６８メートルの地点

ヘ点は、フ点から真北２９１度００分１８秒８．４７メートルの地点

ホ点は、ヘ点から真北２９９度０５分０３秒１０．３１メートルの地

点

マ点は、ホ点から真北３０６度１１分４３秒１４．６４メートルの地

点

ミ点は、マ点から真北３２８度５０分２３秒１９．１０メートルの地

点

ム点は、ミ点から真北３２３度１８分１４秒７．５８メートルの地点

メ点は、ム点から真北３０９度１７分３１秒９．３６メートルの地点

モ点は、メ点から真北３００度２６分５８秒１１．０１メートルの地

点

ヤ点は、モ点から真北２９５度２５分１１秒１７．５０メートルの地

点

ユ点は、ヤ点から真北２７６度１４分５３秒１１．３２メートルの地

点

ヨ点は、ユ点から真北２６０度２８分５３秒８．１９メートルの地点

ラ点は、ヨ点から真北２６３度２７分３０秒１５．８５メートルの地

点

リ点は、ラ点から真北２５８度０４分２９秒６．９２メートルの地点

ル点は、リ点から真北２４７度５４分０７秒１０．００メートルの地

点

レ点は、ル点から真北２４４度２１分０９秒１０．８１メートルの地

点

ウ 面積

７，６２９．０４平方メートル

３ 埋立地の用途

道路用地 約１，４００平方メートル

護岸用地 約 ３６０平方メートル

合 計 約１，７６０平方メートル

４ 埋立免許年月日

平成２１年７月１３日

�������
�愛媛県告示第９７２号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

西条市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２１年７月２１日

愛媛県西条保健所長 竹之内 直 人

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社ＭＣＴ西条

西条市ひうち字西ひうち３番４号

代表取締役社長 菊池 公孝

２ 事業場の名称及び所在地

株式会社ＭＣＴ西条

西条市ひうち字西ひうち３番４号

３ 特定施設に関する事項

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。）別表第１第１９号ハ 原料浸せ
き施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり２０トン処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後１５日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６～８

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，０００

最大 ２，９７０

４ 汚水等の処理施設に関する事項

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後１５日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理

処 理 施 設 の 型 式 ろ過方式

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１．０５メートル 横２．０３メートル
高さ１．８メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり４，０００立方メートル処理
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汚 水 等 の 処 理 の 方 式 ろ 過

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６～８

最大 ５．８～８．６

通常 ６～８

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５

最大 １０

通常 ５

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １５

通常 ５

最大 １０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １

通常 ０．５

最大 １

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．５

通常 ０．１

最大 ０．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，０００

最大 ２，９７０

通常 ２，０００

最大 ２，９７０

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６～８

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 １０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，０００

最大 ２，９７０

�������
�愛媛県告示第９７３号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２１年７月２１日

愛媛県西条保健所長 竹之内 直 人

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友化学株式会社

東京都中央区新川二丁目２７番１号

代表取締役社長 廣� 博

２ 事業場の名称及び所在地

住友化学株式会社愛媛工場新居浜地区

新居浜市惣開町５番１号

３ 特定施設に関する事項

� 廃ガス洗浄塔（４３Ｔ－５０５）

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第３７号タ 廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１，３５０ノルマル立方メート
ル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ８．０～１０．０

最大 ８．０～１０．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００．０

最大 ２００．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３５．０

最大 ７０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８，３００

最大 ９，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４８

最大 ５８

備考 汚水等は酸素ばっ気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）で処理する。

� ＣＯ２洗浄塔（４３Ｔ－８０４）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号タ 廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり７５０ノルマル立方メートル
処理
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工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．５～９．５

最大 ７．０～９．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７０．０

最大 １５０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．０

最大 ２０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７００

最大 １，５００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １３０

最大 １５６

備考 汚水等は酸素ばっ気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）で処理する。

� 除害塔１（４３Ｔ－９０１）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号タ 廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり２，８５０ノルマル立方メート
ル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０～９．０

最大 ７．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４５．０

最大 ６０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４０．０

最大 ８０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １２

最大 １５

備考 汚水等は酸素ばっ気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）で処理する。

� 除害塔２（４３Ｔ－９０４）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号タ 廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり２，８５０ノルマル立方メート
ル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １３．０～１４．０

最大 １３．０～１４．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０．０

最大 ６０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４８

最大 ５８

備考 汚水等は酸素ばっ気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）で処理する。

� 溶媒回収塔リボイラー（４３Ｅ－８５８）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号タ 廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり６００ノルマル立方メートル処
理
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工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ８．０～１０．０

最大 ８．０～１０．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２００．０

最大 ４００．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．０

最大 ２０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １５

最大 １８

備考 汚水等は酸素ばっ気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）で処理する。

� ベントガス洗浄塔（４３Ｔ－８５７）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号タ 廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり３７５ノルマル立方メートル
処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ６．０～１０．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８０．０

最大 １５０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２９

最大 ３５

備考 汚水等は酸素ばっ気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）で処理する。

� 封水セパレーター（４３Ｄ－４０６）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり３６０立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～７．０

最大 ４．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３３，０００

最大 ４０，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．０

最大 ６０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７０．０

最大 １００．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２７

最大 ３０

備考 汚水等は液中燃焼設備（５ＣＴ）で処理する。

� 精留塔（４３Ｔ－４０１）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり５８，６３０ノルマル立方メートル
処理

愛 媛 県 報平成２１年７月２１日 第２０８４号

６９４



工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ４．０～５．０

最大 ４．０～５．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４４，０００

最大 ６０，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．０

最大 ２０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６，７００

最大 ８，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７

最大 ９

備考 汚水等は液中燃焼設備（５ＣＴ）で処理する。

� 分離塔（４３Ｔ－４０２）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり１１０立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．０～７．０

最大 ５．０～７．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８００，０００

最大 ９００，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５．０

最大 ２０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４

最大 ５

備考 汚水等は液中燃焼設備（５ＣＴ）で処理する。

� 溶媒回収塔（４３Ｔ－８５５）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり１２０立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ９．０～１１．０

最大 ９．０～１１．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６７，０００

最大 ８７，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０．０

最大 ６０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３，１００

最大 ４，１６０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４５

最大 ５０

備考 汚水等は液中燃焼設備（５ＣＴ）で処理する。

� 脱安コンデンサー（４３Ｅ－５０３）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり３７０立方メートル処理

愛 媛 県 報平成２１年７月２１日 第２０８４号

６９５



工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ９．０～１１．５

最大 ９．０～１１．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５００

最大 ７５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．０

最大 ２０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７４，０００

最大 １００，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １０

最大 １２

備考 汚水等は液中燃焼設備（５ＣＴ）で処理する。

� 廃ガスコンデンサー１（４３Ｅ－７９２）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり２３立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０～９．０

最大 ７．０～１０．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０．０

最大 ８０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．０

最大 ２０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 ２００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １９

最大 ２１

備考 汚水等は酸素ばっ気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）で処理する。

� 廃ガスコンデンサー２（４３Ｅ－８１２）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり２９立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ８．０～１０．０

最大 ８．０～１２．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７０

最大 １００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．０

最大 ２０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １９

最大 ２３

備考 汚水等は酸素ばっ気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）で処理する。

� 濃縮ドレンセパレーター（４３Ｄ－８０７）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１，３５０ノルマル立方メート
ル処理

愛 媛 県 報平成２１年７月２１日 第２０８４号

６９６



工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ８．０～１０．０

最大 ８．０～１０．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３０．０

最大 ５０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．０

最大 ２０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５０．０

最大 ３００．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １６６

最大 ２００

備考 汚水等は酸素ばっ気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）で処理する。

� 精製塔（４６Ｔ－２０３）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり５０．７立方メートル精製

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ２．０～５．０

最大 ２．０～５．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３００．０

最大 ６００．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０．０

最大 ５０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０．０

最大 ５０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５０

最大 ２８０

備考 汚水等はアルカリダイジェスター処理によりＨＣＮ除去後、酸素ばっ
気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）で処理する。

� 濃縮塔（４６Ｔ－２０４）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり４８立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ３．０～６．０

最大 ３．０～６．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００，０００

最大 １５０，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０．０

最大 ５０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５，０００

最大 ２５，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５

最大 ６

備考 汚水等は４ＭＮ焼却炉（インシネレーター）にて焼却処理する。

� 急冷塔 ４６Ｔ－２０１

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号イ 洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり３０，０００ノルマル立方メート
ル処理
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工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．０～５．０

最大 １．０～５．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５，０００

最大 １０，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００．０

最大 ２００．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８０，０００

最大 ９０，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３０

最大 ４０

備考 汚水等は湿式酸化処理設備（ＷＡＯ）で処理後、新居浜総合排水処理
施設（ＮＢＴ）で処理する。

� 乾燥廃ガス水洗塔（４３Ｔ－７９３）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号タ 廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり２２０，０００ノルマル立方メート
ル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ６．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２３０．０

最大 ５００．０

� 逆浸透膜装置（ＬＣ＿Ｆ－２３５１Ｂ）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり３２立方メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２１年１０月２日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２１年１０月３日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．５～７．０

最大 ６．５～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３５

最大 ５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５３８

最大 ７５０

備考 汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）で処理する。

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� アルカリダイジェスター（４６Ｄ－５０２）

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．０

最大 ２０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４７０．０

最大 １，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １０

最大 １２

備考 汚水等は酸素ばっ気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）で処理する。
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使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理

処 理 施 設 の 型 式 アルカリ加水分解

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 直径２．２メートル 高さ８．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３００トン処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 アルカリ加水分解

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ２．０～５．０

最大 ２．０～５．０

通常 １０．０～１３．０

最大 １０．０～１３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３００

最大 ６００

通常 ２８８

最大 ５６０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ２０

通常 ２０

最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ５０

通常 ０．５

最大 １．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５０

最大 ２８０

通常 ２６０

最大 ３００

備考 汚水等は、酸素ばっ気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）で処理する。

� ４ＭＮインシネレーター（４７Ｆ－７０１）

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理

処 理 施 設 の 型 式 円筒横型焼却炉

処 理 施 設 の 構 造 外筒鋼板内部耐火レンガ製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 直径３．５メートル 高さ１６．６１メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１４２トン処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 焼 却

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １．０～４．０

最大 １．０～４．０

通常 －

最大 －

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００，０００

最大 ５３０，２１４

通常 －

最大 －

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ６０

通常 －

最大 －

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２６，０１０

最大 １５２，８４２

通常 －

最大 －

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

通常 －

最大 －

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４

最大 １４６

通常 ０

最大 ０

� 焼却炉５ＣＴ（４４Ｆ－９４０）

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理

処 理 施 設 の 型 式 液中燃焼方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 直径３．６メートル
高さ１４．００８メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１０６トン処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 液中燃焼方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し
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処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０～８．０

最大 ７．０～８．０

通常 ７．０～９．０

最大 ７．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４５，１０３

最大 ７９，７７４

通常 １０

最大 ２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ５０

通常 ５０

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９，９８１

最大 １３，９９１

通常 ２０

最大 ３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９３

最大 １０６

通常 ２４０

最大 ２８８

� №２湿式酸化処理設備（ＷＡＯ）

設 置 年 月 日 昭和４７年１０月３１日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理

処 理 施 設 の 型 式 加圧湿式酸化及び脱窒方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 直径 １メートル
長さ８．４メートル×２基

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３６０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 加圧湿式酸化及び脱窒方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ４．０～９．０

最大 ４．０～９．０

通常 ５．０～９．０

最大 ４．０～１１

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １６，７８３

最大 ２８，５４１

通常 ７５４

最大 １，４３７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，３４９

最大 ３，４５９

通常 ４１１

最大 １，２５４

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３５，９０１

最大 ５５，３６２

通常 １，５０９

最大 ３，７７０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５８０

最大 ７０１

通常 １，２８４

最大 １，５３５

備考 汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）で処理する。

� 酸素ばっ気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）

設 置 年 月 日 平成２１年１月３１日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 酸素ばっ気式活性汚泥方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１６０メートル 横７１メートル
高さ６．３メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１０，８００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和・凝集沈澱・酸素ばっ気式活性汚泥
方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ８．０～１２

最大 ８．０～１２

通常 ７．０～８．０

最大 ６．６～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８３０．４

最大 １，１６２．６

通常 ２０５．５

最大 ２８７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４３６．４

最大 ８８１．５

通常 ３３．４

最大 ７１．４

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，２５０．２

最大 １，５００．２

通常 １７６．９

最大 ２１２．３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １６．５

最大 ３１．９

通常 ２．８

最大 ５．４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６，０７２

最大 ７，３７４

通常 ６，０７２

最大 ７，３７４

� 新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）

設 置 年 月 日 昭和４７年５月１２日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 散気式活性汚泥処理方式
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処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１２７メートル 横８５メートル
高さ６．７メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２４，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和・凝集沈殿・散気式活性汚泥方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ２．０～４．０

最大 ２．０～４．０

通常 ７．０～８．０

最大 ６．６～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８８７．２

最大 １，２４２．１

通常 １３１．６

最大 １８４．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４２６．７

最大 ８６２．１

通常 ３３．７

最大 ６９．６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５９８．０

最大 ７１７．６

通常 ２００．７

最大 ２４０．９

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３４．８

最大 ６８．９

通常 ４．８

最大 １１．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １４，０７８

最大 １６，６２６

通常 １４，０７８

最大 １６，６２６

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� 西総合排水口

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．６～８．７

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １７．３６

最大 ３５．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２９．４６

最大 ６９．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２２．９２

最大 ３０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５９

最大 ２．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５２，１３２

最大 ３２７，０００

� 東総合排水口

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．６～８．７

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９．３３

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２１．０

最大 ６０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６．０

最大 １０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７，１７４

最大 ３３，０００

備考 この他に、雨水排水口が３５箇所ある。

�������
�愛媛県告示第９７４号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、愛媛県西条保健所及び新居浜市役所において告示の日か

ら３週間公衆の縦覧に供する。

平成２１年７月２１日

愛媛県西条保健所長 竹之内 直 人

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友化学株式会社

東京都中央区新川二丁目２７番１号

代表取締役社長 廣� 博

２ 事業場の名称及び所在地

住友化学株式会社愛媛工場新居浜地区

新居浜市惣開町５番１号

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第１

第２４号イ、ロ、ニ、ホ、第２７号イ、ロ、ハ、ヌ、ル、第３２号イ、

ロ、ニ、第３３号ロ、ハ、ヌ、第３５号イ、ロ、ハ、第３７号イ、ロ、

ハ、ニ、ホ、ヌ、ヨ、タ、第４６号イ、ロ、ニ及び第７４号

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の使用方法の変更、汚水等の処理の方法、排出水の汚

染状態及び量

５ 特定施設に関する事項

� 第１脱水塔（３Ｔ－０４１）

変 更 前 変 更 後

原 材 料 の 種 類 及 び １ 日
当 た り の 使 用 量

水を含む有機物１
日当たり１５５トン

水を含む有機物１
日当たり３３０トン

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２８

最大 ３３

通常 ３１

最大 ３８

愛 媛 県 報平成２１年７月２１日 第２０８４号

７０１



��������������

� 除害塔－１（３Ｔ－９０１）

変 更 前 変 更 後

原 材 料 の 種 類 及 び １ 日
当 た り の 使 用 量

廃ガス １日当た
り４５，６００ノルマル
立方メートル
次亜塩素酸ソーダ
水溶液 １日当た
り１２トン

廃ガス １日当た
り５０，２００ノルマル
立方メートル
次亜塩素酸ソーダ
水溶液 １日当た
り１４トン

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １２

最大 １５

通常 １４

最大 １７

� 除害塔－２（３Ｔ－９０４）

変 更 前 変 更 後

原 材 料 の 種 類 及 び １ 日
当 た り の 使 用 量

廃ガス １日当た
り４５，６００ノルマル
立方メートル
苛性ソーダ水溶液
１日当たり４８ト

ン

廃ガス １日当た
り５０，２００ノルマル
立方メートル
苛性ソーダ水溶液
１日当たり５３ト

ン

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４８

最大 ５８

通常 ５３

最大 ６４

� 精留塔－２（３Ｔ－２０３）

変 更 前 変 更 後

原 材 料 の 種 類 及 び １ 日
当 た り の 使 用 量

アクロレイン水溶
液 １日当たり１
，１２５トン

アクロレイン水溶
液 １日当たり１
，２４０トン

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９１

最大 １１０

通常 １０１

最大 １２１

６ 汚水等の処理施設に関する事項

酸素ばっ気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
１，００８．２
最大
１，４１１．５

通常
２１９．０
最大
２１９．０

通常
８３０．４
最大
１，１６２．６

通常
２０５．５
最大
２８７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
４３６．４
最大
８８１．５

通常
３５．３
最大
３５．３

通常
４３６．４
最大
８８１．５

通常
３３．４
最大
７１．４

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１，２５０．２
最大
１，３０７．７

通常
３１２．６
最大
３１２．６

通常
１，２５０．２
最大
１，５００．２

通常
１７６．９
最大
２１２．３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１６．５
最大
３１．９

通常
２．８
最大
２．８

通常
１６．５
最大
３１．９

通常
２．８
最大
５．４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
５，７４３
最大
６，９８０

通常
５，７４３
最大
６，９８０

通常
６，０７２
最大
７，３７４

通常
６，０７２
最大
７，３７４

７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

西総合排水口

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １７．５７

最大 ３５

通常 １７．３６

最大 ３５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２９．８２

最大 ６９

通常 ２９．４６

最大 ６９

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２４

最大 ３０

通常 ２２．９２

最大 ３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．６

最大 ２

通常 ０．５９

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２４９，０５５

最大 ３２７，０００

通常 ２５２，１３２

最大 ３２７，０００

備考 東総合排水口及び雨水排水口は変更なし。
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�愛媛県告示第９７５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

丹原町土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持管理）

の計画の変更を平成２１年７月１４日認可した。

平成２１年７月２１日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

�愛媛県告示第９７６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年７月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７９号
喜多郡内子町大瀬東２５８７番から

同町大瀬東２６５６番まで
平成２１年７月２１日

愛 媛 県 報平成２１年７月２１日 第２０８４号
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監 査 公 表

�公表第２４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２１年７月２１日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

同 和 氣 政 次

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

医 療 対 策 課 平成２０年１０月１７日

子 育 て 支 援 課 平成２０年１０月１５日、
平成２０年１２月１９日

障 害 福 祉 課 平成２０年１０月１５日

長 寿 介 護 課 〃

河 川 課 平成２０年１０月２１日

道 路 維 持 課 平成２０年１０月２２日

（監査の結果）

１ 看護職員修学資金貸付金償還金については、納期限内の収入確保と

収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 ２５２，０００ ２５２，０００ ５０４，０００

１８年度 ８２２，０００ ３７８，０００ １，２００，０００

差引増減 △５７０，０００ △１２６，０００ △６９６，０００

（医療対策課）

２ 看護職員修学資金貸付金償還金に係る延滞金については、収入未済

額の縮減に努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 ５７，５６２ ０ ５７，５６２

１８年度 ０ ０ ０

差引増減 ５７，５６２ ０ ５７，５６２

（医療対策課）

３ 児童扶養手当返還金及び児童扶養手当の過誤払金については、納期

限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

（児童扶養手当返還金）

�愛媛県告示第９７７号
次のとおり落札者を決定した。

平成２１年７月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続き 入 札 公 告 日

初動捜査支援システム
愛媛県警察本部警
務部会計課
愛媛県松山市南堀
端町２番地２

平成２１年７月１０日
株式会社 日立製作所

四国支社
高松市中央町５番３１号

９１，３５０，０００円 一般競争入札 平成２１年５月１日

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 ８３，４４０ ２５，６５０，２２０ ２５，７３３，６６０

１８年度 １，１０２，１２０ ２８，８２３，５３０ ２９，９２５，６５０

差引増減 △１，０１８，６８０ △３，１７３，３１０ △４，１９１，９９０

（児童扶養手当の過誤払金）

区 分 収入未済額（円） 備 考

１９年度 ２５０，３２０

１８年度 ８３，４４０

差引増減 １６６，８８０

（子育て支援課）

４ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 ２０，７４９，３８５ １２６，３１４，１４０ １４７，０６３，５２５

１８年度 １９，６８９，３７０ １１２，５５７，７１３ １３２，２４７，０８３

差引増減 １，０６０，０１５ １３，７５６，４２７ １４，８１６，４４２

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 １，７５３，０２５ １５，８３８，０７４ １７，５９１，０９９

１８年度 １，４８５，０９２ １４，８５２，３０２ １６，３３７，３９４

差引増減 ２６７，９３３ ９８５，７７２ １，２５３，７０５

（子育て支援課）

５ 平成１９年度児童福祉施設等整備事業費補助金における児童養護施設

「親和園」改築工事において、旧施設の解体撤去工事費用の中に、補

助対象とならない撤去費用が含まれていたほか、資源循環税相当額の

積算に誤りがあり、１，１２４，０００円が過大に交付されていた。

補助金の交付に当たっては、対象事業の内容が適正であるかどうか、

十分審査されたい。

（子育て支援課）

６ 心身障害者扶養共済制度年金の過誤払金については、早期収入に努

力が望まれる。

区 分 収入未済額（円） 備 考

１９年度 ３２０，０００

愛 媛 県 報平成２１年７月２１日 第２０８４号
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１８年度 ０

差引増減 ３２０，０００

（障害福祉課）

７ 職員（１名）の住居手当について、扶養親族でない父の所有する住

宅に居住する職員に対して、自己所有住宅に対する住居手当を支給し

たため、計４２，０００円（平成１９年４月から２０年３月分までの１２か月分）

が過支給となっていた。

（長寿介護課）

８ 代執行費用徴収金については、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１８年度 ３，０００，０００

計 ３，０００，０００

（河川課）

９ 河川情報システム点検委託業務について、無停電電源装置の精密点

検歩掛の適用を誤ったため、設計金額で３１０，８００円が過大となってい

た。

（河川課）

１０ 草刈作業車のリース契約について、他に草刈機能を有する車両が販

売されていたにもかかわらず、１機種しかないものと判断し、経済性

を十分に比較検討することなく導入を決定し、地方機関に導入時期、

契約相手、契約方法を指示していた。

（道路維持課）

（措置の内容）

１ 看護職員修学資金貸付金償還金については、債務者に経済的余裕が

ないため、１９年度末で４件５０４，０００円（件数は納入通知件数）の未収

金が生じているものである。償還指導に努めているが２０年度中には償

還されなかった（納入義務者１名）。

２０年度に新たに３件３０６，６０１円の未収金が発生したことから、２１年

３月末現在の未収金総額は７件８１０，６０１円（納入義務者２名）となっ

ている。

今後とも引き続き償還指導に努めて参りたい。

（医療対策課）

２ 看護職員修学資金貸付金償還金に係る延滞金については、１９年度末

で４件５７，５６２円（納入義務者１名）となっていたが、指導に努めた結

果２０年度中に納入され、２１年３月末現在の未収金はなくなった。

（医療対策課）

３ 児童扶養手当返還金については、督促状及び催告書の送付など納入

指導に努めた結果、１４，０００円を回収したが、平成２０年度末現在で２４，３

７７，７６０円が未納となっているので、引き続き市町を通じた納入指導や

電話による督促などに努めたい。

なお、返還金及び過誤払金については、主に受給者の受給資格に関

する届出遅延により発生していることから、市町に対して受給者に対

する現況届や資格喪失届の提出指導、関係部門との連携及び関係公簿

等の確認について周知徹底を図ったことにより、２０年度は返還金の発

生はなかったが、今後とも発生の未然防止に努めたい。

（子育て支援課）

４ 母子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については、資金

の貸付申請時において母子自立支援員による制度の十分な説明と適正

な償還計画の指導を行うとともに、償還開始直前には必要に応じて借

受者に償還が始まる旨を連絡するなど、適期収入に努めた。

滞納となったものについては、督促状の送付、滞納状況に関する通

知及び本人又は保証人への電話、訪問を行うなど償還指導に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越分１６４，６５４，６２４円のうち、５，９６０

，３５５円が２０年度内に納入されたが、２０年度償還分２３，２０５，９８６円が未収

となったことから、２０年度末の収入未済額は１８１，９００，２５５円となって

おり、引き続き収入確保と滞納繰越額の縮減に努めたい。

（子育て支援課）

５ 子育て支援課及び社会福祉法人親和園への監査後、直ちに、当課に

よる児童養護施設「親和園」への立入検査を実施し、詳細に検査した

結果、指摘のあった１９年度児童福祉施設等整備事業費補助金に補助対

象とならない樹木、ストックハウスなどの撤去費用、資源循環税相当

額の積算の過大計上があることが判明し、１，１２４千円の返還を要する

補助金交付の誤りを確認した。

なお、法人の意図的な不正経理ではなく、事務担当者や設計管理、

請負業者等の補助事業への理解不足や算定誤りによることを確認した

ため、返還対象額の全額を２１年３月に返還させた。

また、法人へ補助事業事務の認識を徹底するよう強く指導するとと

もに、当課における補助金審査を更に徹底し、補助金の適正な執行に

努めることとした。

（子育て支援課）

６ 年金受給権者死亡届書の遅延により発生した心身障害者扶養共済制

度年金の過払金について、年金受給権者の遺族（納入義務者）に対し、

返還を求めているところである。

また、納入義務者から、県へ履行期限延期申請書の提出があったた

め、履行期限を延期し、月割の分割納付を承認している。平成１９年度

に４０，０００円、平成２０年度に４０，０００円回収した結果、平成１９年度調定分

の収入未済額は２８０，０００円となっている。

納入義務者は返還の意思を示しており、今後とも引き続き納入指導

に努めたい。

（障害福祉課）

７ 過支給金については、監査結果を受け速やかに戻入処理を行った。

今後は、厳格な認定及び確認処理を徹底したい。

（長寿介護課）

８ 代執行費用については、債務者から分割納付の申出を受け、内容を

検討したうえで、これを承認しており、現在、承認した分割納付計画

に基づいて毎月一定額を徴収している。

（河川課）

９� 過大積算額について、点検受託業者からの過大積算相当額（２８７

，０００円）について自主返納したいとの申入れを受諾し、平成２１年６

月２２日に受入れを行った。

� 再発防止策として次の措置を行う。

① 業務の実施に先立ち、作業内容の再確認を行うほか、定期的

な作業報告により、実施した作業内容の把握、確認を行うよう、

委託契約書及び仕様書を変更しチェック体制の強化を図る。

② 設計図書チェック表の修正を行い、内部チェックの強化を図

る。

（河川課）

１０ 除草作業など道路施設管理が年々増大する中、県民のニーズにこた

えるため、効率化を図る必要があることから、多機能な草刈作業車を

導入したが、導入機種の機能と経済性の比較検討資料を十分整理する

ことなく導入を決定していた。

現在、草刈作業車の導入予定はないが、今後、機械装置等の導入の

検討を必要とする際は、機種の選定を慎重に行うとともに、契約手続

に際しては競争性、透明性、公平性の確保に努めたい。

また、本県が導入した車両は、草刈作業のほかトンネル清掃やガー

ドレール清掃などの多機能の道路維持作業が可能なものとなっており、

３台の草刈作業車を県下全域で使用することによる、一層の効率的な

運用と稼働率の向上を図り、県民への道路サービス向上に努めたい。

（道路維持課）

�公表第２５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２１年７月２１日
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愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

同 和 氣 政 次

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局
総 務 企 画 部

平成２０年７月１６日、
平成２０年８月２６日、
平成２０年８月２７日

健 康 福 祉 環 境 部 平成２０年７月１７日、
平成２０年８月２６日

中 予 地 方 局
総 務 企 画 部 平成２０年９月８日

南 予 地 方 局
総 務 企 画 部

平成２０年７月２９日、
平成２０年９月４日、
平成２０年９月５日

健 康 福 祉 環 境 部 平成２０年７月２９日、
平成２０年９月４日

建 設 部 平成２０年９月５日

（監査の結果）

１ 県税については、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き

続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 ２９３，２５０，９７９ ３２２，９９６，２０４ ６１６，２４７，１８３

１８年度 ２００，９３１，７１３ ４４９，６５８，６２９ ６５０，５９０，３４２

差引増減 ９２，３１９，２６６ △１２６，６６２，４２５ △３４，３４３，１５９

（東予地方局総務企画部（税務管理課・課税課））

２ 県税については、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済

額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 １８９，５５２，４０２ ３２５，５５１，５８０ ５１５，１０３，９８２

１８年度 １０５，５１７，４２３ ３６６，８６５，８４７ ４７２，３８３，２７０

差引増減 ８４，０３４，９７９ △４１，３１４，２６７ ４２，７２０，７１２

（東予地方局総務企画部（今治支局税務室））

３ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

〔旧西条地方局分〕

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 ２２６，２９６ ０ ２２６，２９６

１８年度 ０ ０ ０

差引増減 ２２６，２９６ ０ ２２６，２９６

〔旧今治地方局分〕

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 ２，１１８，０５１ ３，３３１，２８２ ５，４４９，３３３

１８年度 １，７５０，４４８ １，７９８，７００ ３，５４９，１４８

差引増減 ３６７，６０３ １，５３２，５８２ １，９００，１８５

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 １５０，３２８ ２１２，７２０ ３６３，０４８

１８年度 １３８，４６５ ８５，０８８ ２２３，５５３

差引増減 １１，８６３ １２７，６３２ １３９，４９５

（東予地方局健康福祉環境部）

４ 県税については、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き

続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 ７７３，９００，５２２ １，４６８，４０５，９５８ ２，２４２，３０６，４８０

１８年度 ５４９，２０１，６６４ １，７０４，７９９，６６０ ２，２５４，００１，３２４

差引増減 ２２４，６９８，８５８ △２３６，３９３，７０２ △１１，６９４，８４４

（中予地方局総務企画部）

５ 県税については、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済

額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 １０２，４１８，５５２ １１８，５０３，９２１ ２２０，９２２，４７３

１８年度 ６０，４０４，７６９ １２６，４４６，３６０ １８６，８５１，１２９

差引増減 ４２，０１３，７８３ △７，９４２，４３９ ３４，０７１，３４４

（南予地方局総務企画部（税務課））

６ 県税については、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済

額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 １０９，７９１，５０２ １２９，９８７，５５２ ２３９，７７９，０５４

１８年度 ６３，７６４，５３４ １３７，１８４，４７１ ２００，９４９，００５

差引増減 ４６，０２６，９６８ △７，１９６，９１９ ３８，８３０，０４９

（南予地方局総務企画部（八幡浜支局税務室））

７ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

〔旧宇和島地方局分〕

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 ３５３，４１６ ０ ３５３，４１６

１８年度 １６８，２５０ ０ １６８，２５０

差引増減 １８５，１６６ ０ １８５，１６６

〔旧八幡浜地方局分〕

（母子福祉資金貸付金償還金）
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促進に努めたが、税源移譲による個人県民税の未収入金の増加により、

出納閉鎖時点の未収入金は４９６，８８４，９２１円（うち個人県民税３７９，７４８

，４５１円）となっており、前年度に比べて１４，０８１，５４０円増加した。

今後とも、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期

限内の収入確保とともに滞納繰越分の整理に努めたい。

（東予地方局総務企画部（税務管理課・課税課・今治支局税務室））

３ 母子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については、資金

の貸付申請時において母子自立支援員による制度の十分な説明と適正

な償還計画の指導を行うとともに、償還開始直前には必要に応じて借

受者に償還が始まる旨を連絡するなど、適期収入に努めた。

滞納となったものについては、督促状の送付、滞納状況に関する通

知及び本人又は保証人への電話、訪問を行うなど償還指導に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越分６，０３８，６７７円のうち、５５９，２７７

円が２０年度内に納入されたが、２０年度償還分３，５４６，１７２円が未収とな

ったことから、２０年度末の収入未済額は９，０２５，５７２円となっており、

引き続き収入確保と滞納繰越額の縮減に努めて参りたい。

（東予地方局健康福祉環境部）

４ 滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部において滞

納整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めた。具体

的には、一斉文書催告や電話催告等を行うとともに、自動車のタイヤ

ロックによる差押をはじめ、給与・預貯金・生命保険等の差押、さら

にはインターネットを利用した公売等の換価処分を実施するなど積極

的に滞納整理を行った。その結果、中予地方局管内において平成２０年

度に繰り越した未収入金２，２４２，３０６，４８０円が平成２１年３月３１日現在で

１，５４９，０５９，０５３円に減少した。

平成２０年度課税分については、「自動車税納期内納付キャンペーン」

（街頭啓発活動、出張収納窓口の開設等）や、口座振替の推進、広報

等による啓発などにより納期内自主納税の促進に努めたが、住民税の

税源移譲に伴う個人県民税の収入歩合の悪化等もあり、出納閉鎖時の

未収入金は９１２，９７９，５１８円（うち個人県民税５７５，０６６，２６６円）となっ

ており、前年度に比べて１３９，０７８，９９６円増加した。

今後とも、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期

限内の収入確保とともに滞納繰越分の整理に努めたい。

（中予地方局総務企画部）

５，６ 滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部におい

て滞納整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めると

ともに、滞納整理強化月間の設定、夜間・休日の電話催告、臨戸納税

指導、差押の早期着手と換価処分の促進、局独自文書催告などを実施

し、滞納整理に努力した結果、平成２０年度に繰り越した未収入金４６０

，７０１，５２７円が平成２１年３月３１日現在で３０９，０４５，８５４円に減少した。

平成２０年度課税分については、「自動車税納期内納付キャンペーン」

（街頭啓発活動、出張収納窓口の開設、コンビニ収納の開始等）や、

口座振替の推進、広報等による啓発などにより納期内自主納税の促進

に努めた結果、出納閉鎖時の未収入金は２０８，７１９，７４９円となり、前年

度に比べて３，４９０，３０５円減少した。

今後も、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期限

内の収入確保とともに滞納繰越分の整理に努めたい。

（南予地方局総務企画部（税務課・八幡浜支局税務室））

７ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、資金の貸付申請時に借主（連帯借主）に対し、制度の十

分な説明と適正な償還計画の指導を行うとともに、貸付決定時に連帯

保証人に対しても、制度の説明と償還指導の依頼通知を行うほか、償

還開始前には借主に対し、口座振替を勧めるなど期限内納付をするよ

う改めて通知し、期限内の収入確保に努めた。

また、償還が滞った場合には、借主（連帯借主）に対し督促状の送

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 １，４６８，６７２ ３，２０６，５８８ ４，６７５，２６０

１８年度 １，１７０，２４２ ２，７３７，９１１ ３，９０８，１５３

差引増減 ２９８，４３０ ４６８，６７７ ７６７，１０７

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 ０ １，６００，４４６ １，６００，４４６

１８年度 ０ １，６００，４４６ １，６００，４４６

差引増減 ０ ０ ０

（南予地方局健康福祉環境部）

８ 生活保護費戻入金については、納期限内の収入確保に努めるととも

に、収入未済額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 ２，９６４，６７２ ２１５，０００ ３，１７９，６７２

１８年度 ３０５，０００ ０ ３０５，０００

差引増減 ２，６５９，６７２ ２１５，０００ ２，８７４，６７２

（南予地方局健康福祉環境部（地域福祉課））

９ 生活保護費戻入金については、納期限内の収入確保に努めるととも

に、収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 ２７２，０００ ５５，０００ ３２７，０００

１８年度 ６５，０００ ０ ６５，０００

差引増減 ２０７，０００ ５５，０００ ２６２，０００

（南予地方局健康福祉環境部（八幡浜支局福祉室））

１０ 県営住宅貸付料については、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 １，０２１，４００ １，０５５，０００ ２，０７６，４００

１８年度 １，０９５，４００ ５１６，２００ １，６１１，６００

差引増減 △７４，０００ ５３８，８００ ４６４，８００

（南予地方局建設部）

（措置の内容）

１，２ 滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部におい

て滞納整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めると

ともに、滞納整理強化月間の設定、差押の早期着手と換価処分の促進

などを実施し、滞納整理に努力した結果、平成２０年度に繰り越した未

収入金１，１３１，３５１，１６５円が平成２１年３月３１日現在で７２７，７６０，７６０円に減

少した。

平成２０年度課税分については、「自動車税納期内納付キャンペーン」

（街頭啓発活動、出張収納窓口の開設等）や、口座振替の推進、納税

貯蓄組合の育成指導、広報等による啓発などにより納期内自主納税の
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付、電話や訪問による督促を行うとともに、連帯保証人に対しては、

当面の措置として、借主に対する返済の働きかけをさせるとともに、

可能な範囲での支援を要請し、滞納額の縮減に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越額６，６２９，１２２円は、平成２１年３月

３１日現在で１，３５６，８５６円の償還、償還率２０．５％（対前年＋５．２ポイン

ト）となり、滞納者４２名中１６名が償還済みとなったほか、１９名からは

一部納入を得ることができた。

しかしながら、借主の不安定な雇用状況等により、生活に困窮した

者、多重債務となった者など償還困難者が多く、平成２０年度出納閉鎖

時の償還未済額は７，５０９，４２２円（現年度分２，２３７，１５６円、滞納繰越分

５，２７２，２６６円）となった。

この貸付金償還金が、本特別会計における貸付金の財源となること

から、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導により、期

限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に努めたい。

（南予地方局健康福祉環境部）

８，９ 旧宇和島地方局分については、平成１９年度末において収入未済

額が３，１７９，６７２円あり、納入指導を行った結果、２０年度中に１０８，７５０

円納入し、収入未済額は３，０７０，９２２円となった。

また、未納者は６名であったが、２名が完納したため残り４名とな

った。４名のうち、２名は保護を廃止して、残り２名は保護中である。

保護を廃止している２名については、行方不明であることから随時、

出身地町役場への住所地調査や近隣聞き込みにより所在把握に努めた

い。なお、１名については、昨年一時期、所在が判明したため、指導、

督促を行ったものである。

保護中の２名については、生活保護上、保護期間内の返還は困難で

あるが、継続して返還指導して参りたい。

旧八幡浜地方局分については、平成１９年度末において収入未済額が

３２７，０００円あり、訪問や電話催告等の納入指導を行った結果、２０年度

中に８０，０００円納入があった。

また、未納者は４名であったが、１名が完納したため残り３名とな

った。

しかしながら、平成２１年５月３１日現在未収入額は８３８，０８２円となっ

ている。

滞納者は生活保護受給中の者や年金のみでの生活をしている者等返

還困難者であるが、今後も粘り強く適切な返還指導を行い、期限内の

収入確保に努めるとともに滞納繰越額の縮減に努めて参りたい。

（南予地方局健康福祉環境部（地域福祉課・八幡浜支局福祉室））

１０ 県営住宅貸付料については、平成１９年度末時点で２，０７６，４００円（２０

名）の収入未済額があった。滞納者及び保証人に対し、督促状の送付、

呼出し、訪問等を行い収納指導に努めた結果、８６４，５００円（１５名）の

納入があったが、２０年度新たに１，２５４，１００円（２２名）が未収となった

ことから、平成２０年度末現在の収入未済額は２，４６６，０００円（２５名）と

なった。

この内、９９９，６００円を滞納している１名について、平成１９年３月３１

日に入居許可を取り消した上、明渡し及び損害賠償の請求訴訟を行い、

平成１９年７月２４日に勝訴し、その後、強制執行予定前の平成１９年１１月

３０日に自ら退去した。

また、３４８，０００円を滞納している１名についても、平成２１年３月３１

日をもって入居許可を取り消し、住宅を明け渡すよう通告していたが、

自主的に明渡しがされなかったため、平成２１年６月８日に明渡し訴訟

を提起したところである。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、収入

未済額の回収に努めたい。

（南予地方局建設部）

平成２１年７月２１日 発行
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